
 
*1 将来推計人口は、本推計で直近の国勢調査の50年後、参考推計で同100年後まで推計される。国勢調査は５年ごとに

実施されるため、前回推計と比較できるのは同95年後までとなる。本稿では95年後を「約100年後」と称する。 
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1 ――― 先月までの動き 

○社会保障審議会 年金部会 年金財政における経済前提に関する専門委員会 

7月31日(第1回)  平成26年財政検証における経済前提の設定等 ほか 

 URL http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000173089.html  (配付資料) 

 

2 ――― ポイント解説：新しい将来推計人口(2017年推計) 

 7月末に上記の専門委員会が招集され、次の年金財政の見通し(財政検証)の作成や制度改正にむけた

動きが始まりました。本稿では、次の財政検証に用いられる、新しい将来推計人口を確認します。 

1｜将来推計人口の概要：約 100 年後の総人口は、前回推計より約 25％増加 

 将来推計人口は、人口変化に関係する諸要因の過去からの傾向を、将来にむけて当てはめて計算さ

れるものです。将来は不確実なため、出生と死亡に

ついてそれぞれ高位・中位・低位の３通りずつ計９

通りの見通しが示されていますが、本稿では出生と

死亡がともに中位の場合の結果を見ていきます。 

 日本の総人口は、2015年の国勢調査では1億2709

万人でしたが、1970年代から続く少子化の影響で、

100年後(2115年)には5056万人へ減少する見込みで

す。ただし、近年の出生率の上昇や長寿化の継続に

より、前回(2012年)の推計と比べると、約100年後

(2110年)*1の総人口は25％増加する見通しです。 

2｜現役世代の見通し：少子化傾向がやや緩和。約 100 年後の現役世代は、前回推計より約３割増加 

 将来の現役世代の人口を左右する出生率は、1970年代から低下してきましたが、近年上昇していま

す。将来人口推計でもこの傾向を反映して、前回の推計よりも高めの出生率が見込まれています。そ

の結果、将来の現役世代の人口(生産年齢人口(15～64歳))は、2015年の7700万人が100年後には2600

万人に減少する見込みですが、前回推計と比べて約100年後の値は29％増える見通しになっています。 

 

 図表１ 総人口の推移 
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*2 あくまで人口の面から計算した値。年金財政を考える際には、高齢者の就業状況なども考慮する必要がある。 
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3｜引退世代の見通し：長寿化傾向が継続。約 100 年後の引退世代は、前回推計より 16％増加 

 将来の引退世代の人口を左右する高齢者の死亡率は低下しており、長寿化(例えば65歳時点の平均余

命の伸展)が続いています。近年の将来人口推計はこの傾向を捉えており、推計期間の延長に合わせて

この傾向が継続する見通しになっています。将来の引退世代の人口(老年人口(65歳以上))は、長寿化

の一方で現役世代が減少しているため、2015年の3400万人が100年後には1900万人に減る見込みですが、

前回の推計と比べれば16％増加する見通しになっています(約100年後の値)。 

4｜現役世代と引退世代のバランス：前回推計よりは改善する見通しだが、引き続き厳しい状況 

 このように、現役世代と引退世代の双方が前

回の推計と比べて増加する見通しですが、年金

財政を考える際には両者のバランスが重要です。

生産年齢人口÷老年人口(引退世代１人を何人

の現役世代で支えるか*2)を計算すると、2015

年は2.28人ですが、100年後には1.33人に減りま

す。前回の推計では約100年後に1.20人だったの

でそれよりは少し改善していますが、依然とし

て厳しい状況です。 

 近年の出生率の改善は喜ばしい傾向ですが、

長期的な観点からは、すでに数十年続いている少子化の影響が今後も続くことに、注意が必要です。 

 

 図表３ 生産年齢人口(15～64歳)の推移 

 

 

 図表２ 合計特殊出生率の推移 

 

 

 図表５ 老年人口(65歳以上)の推移 

 

 

 図表４ 65歳時点の平均余命の推移 

 

 

図表６ 生産年齢人口÷老年人口の推移 
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